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１ 日本チェーンストア協会の概要

� 協会の目的
「チェーンストアの健全な発展と普及を図ることにより、小売業の経営の改善を通じて、わが国
流通機構の合理化、近代化を促進するとともに、国民生活の向上に寄与する。」

� 設立
1967年8月2日

� 会員の種類（企業数は2010年3月現在）
〔通常会員〕 65社 … チェーンストア事業を営む小売業法人で11店舗以上または年商10

億円以上のもの
〔賛助会員〕 488社 … 協会の趣旨に賛同し、これに協力するもの

★各地域を代表する食品スーパー、総合スーパー、ホームセンター、生協、100円ショップなど65社
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★各地域を代表する食品ス パ 、総合ス パ 、ホ ムセンタ 、生協、100円ショップなど65社
で組織するわが国の小売業界では最大級の業界団体

※会員企業の規模（2008年度）
総売上高 13兆 １，３００億円
店舗数 8056店舗
店舗面積 2293万㎡
従業員数 42万人（正社員12.1万人、パート29.9万人）

「チェーンストア」とは？
一つの企業が11店舗以上の店舗を直接運営する仕組み。大規模な小売業者のほとんどはチェーン
ストア方式で経営している。



２ 容器包装の３Ｒの取り組み（現状）

� ２-１容器包装利用量の削減
日本チェーンストア協会会員におけるプラスチック製容器包装利用量の推移

2007年度：92,896㌧
↓

2008年度 86 288㌧

プラスチック製容器包装使用量
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※日本チェーンストア協会主要会員58社（売上シェア84%）データ
※「プラ製の袋」は主にレジ袋及びタイミーパック（9.0％減）
※「袋以外は」主にトレイ等の容器資材（5.6%減）

2008年度：86,288㌧
（7.1%削減）
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２ 容器包装の３Ｒの取り組み（現状）

� ２-２-１ レジ袋利用削減の推進

協会会員は早くからレジ袋削減活動を推進。
2007年3月に新たな削減目標として

「2010年度末までに会員企業平均のレジ袋辞退率30％」
を新たな目標に設定。同年6月から

『マイバッグでお買い物～レジ袋一緒に減らしましょう！』
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※日本チェーンストア協会主要会員58社データ

キャンペーンを展開中

◆レジ袋辞退率の推移◆

2002年9月（調査開始時）
8.03％
↓

2010年1月（直近値）
24.35％に



２ 容器包装の３Ｒの取り組み（現状）

� ２-２-２ レジ袋無料配布中止の拡大

会員企業と地方自治体、地域のお客様が一体となった
「レジ袋の無料配布の中止（レジ袋の有料化）」を随時拡大。
その他ポイント還元やキャッシュバックによる削減も。

2010年1月現在、
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2010年1月現在、
29都道府県、40社1369店舗にて実施中



企業名 店舗名 所在地 開始日

北大路ビブレ

伏見サティ

琉球ジャスコ㈱ ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ新都市めかる店 沖縄県那覇市 07.09.01

杉並新高円寺店 東京都杉並区

日野駅前店 3店舗とも80％台（07.09.30現在）07.08.01
東京都日野市

㈱いなげや

開始前8.2％が71.6%(07.09.20現在）

持参率の状況

開始前17％台が平均77％台
（07.09.30現在）

マイカル㈱ 京都市 07.09.11

２ 容器包装の３Ｒの取り組み（現状）
� ２-２-３ イオングループ「無料配布中止」による大幅削減実施

(事例) (’10.1月31日現在)

Copyright (C) Japan Chain Association All Rights Reserved. 66

イオングループ合計イオングループ合計 316316都市都市 860860店舗で実施済。店舗で実施済。(’10.1’10.1月3131日現在日現在)

日野栄町店

㈱カスミ フードオフストッカーなど計11店舗 茨城県

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭララパーク店

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ神田久志本店

バリューｾﾝﾀｰ小俣店

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ相生南店

ウエルマート相生店

3店舗平均で86％台（07.09.30現在）
※ララパーク店開始前16.7％

相生南店は開始前15～16％台が
80.6％
相生店は開始前16～17％台が87.0％
（07.10.03現在）

東京都日野市

ﾏｯｸｽﾊﾞﾘｭ中部㈱ 三重県伊勢市 07.09.21

マックﾊﾞﾘｭ西日本㈱ 兵庫県相生市 07.09.01



（事例）

京都市におけるマイバッグ等の持参促進及びレジ袋有料化に関する協定書

自主協定方式によるリデュースの取組み-市民・自治体との連携の拡大-
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２ 容器包装の３Ｒの取り組み（現状）

� ２-３ 容器包装の店頭回収の積極推進
平成20年度回収量（店頭回収実施店舗の年間総量）
牛乳パック 13,218㌧ スチール缶 1,821㌧
発泡ｽﾁﾛｰﾙﾄﾚｲ 12,039㌧ ガラスびん 1,960㌧
アルミ缶 3,712㌧ PETボトル 15,209㌧

会員店舗における店頭回収量推移
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牛乳パック ガラスびんについては
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ガラスびんについては

※回収量については店舗あたりの回収量が概ね上限に達しており、近年は横ばい
傾向。実施店舗（４，６００店舗）のさらなる拡大には、自治体との連携強化等
新たな施策が必要。
※ガラスびんについては店頭での流通量自体が少ないこと、アルミ缶・スチール缶に
ついては 自治体による回収システムが確立されている（９８％を越える市町村で
回収実施） ことなどにより、カテゴリーごとの回収量に差がある。



２ 容器包装の３Ｒの取り組み（現状）

� ２-４ 生活者への見える化政策（連携）の新しい動き
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３-１ 容器包装の３Ｒ推進に向けた今後の課題
（透明性・実効性向上）

� 特定事業者の義務履行状況の公開
� ただ乗り事業者の公表制度
容リ法20条に基づくただ乗り事業者の公表制度
については、複数回実施されているとはいえ

義務履行違反に関する十分な抑止力が働いている

Copyright (C) Japan Chain Association All Rights Reserved. 10

とは言いがたい状況。更なる厳格な対応が必要。

� 特定事業者の義務履行状況の公表制度
現在制度に同意する特定事業者が容リ協HPにて
義務履行状況を公開中。今後委託料及び再商品化

義務量についても公開推進の検討を。



� 環境配慮設計の推進（例：減装ショッピングのシス
テム化）

� 事業者間の責任分担の公平性向上

３-２ 容器包装の３Ｒ推進に向けた今後の課題
（環境配慮設計の推進・公平性向上）
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容器包装リサイクル法における特定事業者の責任分担

については、利用事業者と製造事業者の負担に不公平

感がある。川上から川下まで部門ごとの事業者による

バランスのとれた責任分担のあり方について検討が必
要。



� 市町村の分別収集・選別保管コストの公開

特定事業者の費用負担や義務履行の状況公開が

随時進んでいることに対して、市町村における分別

３-３ 容器包装の３Ｒ推進に向けた今後の課題
（市町村の分別収集・選別保管コストの公開）
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収集･選別保管費用の実態に関する検証及び公開

は十分に行われていないのが実情。

○費用計算の標準化（廃棄物の会計基準の統一等）

○事業効率・費用便益の評価制度の確立

は制度を議論するうえで不可欠



2009年より本格始動したW社のサステナビリティ インデックス

企業価値向上及び企業の持続的成長へ

消費者の支持。特に1980～
2000年に生まれた将来の顧客

となる若い世代(▲▲)

循環型エコシステムへ。

市場の圧力が技術革新(サステ
ナブルイノベーション)に拍車。

サプライヤー(メーカー）の行動
変容(■)

GHG排出とコストの削減持続可能な生産活動(▲)を行っ
たかどうかが一目でわかる

(▲▲)価格だけでなく、どの商品が
環境によく、貧困国に与える
ダメージが最小かで購買決定をし、
サステナビリティが関心事のトップ
の世代と分析。

(▲) 環境負荷低減(Co2，水，廃棄
物)や従業員の福利厚生及び地域
社会への貢献等。 (■) 自然エネルギーの利用率を上

げ、有害物質の使用を避け、労働
環境を改善する等、指標を上げる
努力へ。

４ 海外の事例（サステナビリティ インデックス）
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低炭素社会構築及びサステナブルエコノミーへの転換という時代認識と先行的対応

サプライヤーへの15の質問を手
始めとする要請(対象10万社)

LCA分析によるGHG排出とコス

トの顕在化
消費者へのわかりやすい表示
(数値orシンボルマーク)

将来的に全商品のLCA分析を行い、サステナビリティ インデックス(指標)として商品に表示していく。

2009年 サステナビリティ コンソーシャム(産学民共同体) (※※)設立

産業エコロジー(※)という概念を経営課題へ

LCA分析を行うためオー
プンソースの情報システ
ム「アーススター」の開発

共有データベースづくり

(※※)アーカンソー大学(グレゴリー
ノリス氏等)及びアリゾナ大学，NG
O，サプライヤーとの協力機関(シ

ステム開発事業体)

(※)産業エコロジー
＝生態系をモデルとした

産業活動
(ある産業の廃棄物を別の産業が
資源として利用する等。)

1313
2010年 GPN 上山 静一


